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第 7 回健康分科会（令和 2 年 9月 15 日） 

 

鍋谷健康対策課長補佐 それではただ今から、第 7 回新潟県原子力発電所事故による健

康と生活への影響に関する検証委員会健康分科会を開催いたします。はじめに、健

康対策課長中山より御挨拶申し上げます。 

中山健康対策課長 福祉保健部健康対策課の中山でございます。本日は第 7 回健康分科

会にお集まりいただき誠にありがとうございます。皆様御存じのとおり、前回分科

会を開催した１月以降、新型コロナ関連対策に追われ、開催期間が 8 か月空いてし

まったことを大変申し訳なく思っております。お詫びいたします。さて、これまで 6

回の健康分科会を開催してまいりましたが、各会議では皆様方から、積極的な御発

言や意見交換がございました。前回の会議では、秋葉先生からＩＡＲＣの提言につ

いて御説明いただいたほか、中村委員からは文献調査についての御報告がございま

した。さらに福島県の甲状腺検査の部会まとめにつきましても議論いただきました。

本日は今後の議論の方向性について御議論いただきますほか、中村先生からは文献

調査について御報告していただく予定でございます。先生方には本日の会議に向け

て、資料の御提供や、まとめに御協力いただき、この場を借りてお礼申し上げます。

限られた時間ではございますが、どうぞよろしくお願いいたします。 

鍋谷健康対策課長補佐 それでは、議事進行を鈴木座長にお願いいたします。 

鈴木座長 座長を務めます鈴木です。今お話しがありましたように、非常にタイトなス

ケジュールであり、４時までに議論を進めていきたいと思います。議題は３つあり

ます。今後の議論の方向性、中村先生の文献調査、その他です。ただ、今回の大き

な違いは、今後の議論の方向性についてという議題です。私たちの委員の任期が今

年度、来年の３月末日をもって変わります。その後継続するかは不明ですので、こ

こである程度の纏まりが必要となります。議題の説明と議論にします。既にご承知

の様に検証は三つの委員会に分けられ、技術委員会は原発事故の検証を活発にやら

れて成果が出ています。その他に健康生活委員会と避難委員会です。私見として、

検証委員会は大きく２つに分けられ、原発事故の検証委員会と他の二つの委員会を

合わせた避難検証委員会になると思われます。課長さんがおっしゃったように今新

型コロナが起きています。原発事故と新型コロナの流行への対応の視点から見ると、

非常に似たものがあると思っています。一つはシナリオのない非常に突発的に起き

てくる現状ともう一つは、それと関連して過去に経験しない対応困難な事例です。
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原発事故は複合災害と言われ、原発に加えて地震と津波が起き、種々の事柄がミッ

クスし、対応は困難を極めました。私は感染症ずっとやってますが、新型コロナは、

感染症の中でも非常に不可解は性状を持つウイルスでありすぎ、対応は難しいと思

っています。これこそ道筋のない対応に苦労しています。このような背景から、課

題も含めこれまでの活動の検証をどうやって中間まとめとしていくかの、議論を進

めていきたいと思います。資料として議題と書かれているもの、もう一つの資料は

私たちの委員会の検討する具体的な中身です。後者は事務的なものが入っており視

聴者に配布されていません事を御承諾いただければと思います。最終的には来年の

３月までに委員会で取りまとめて、報告書としたいと思います。 

資料の議題の骨子は、９項目に分かれています。最終報告書の体裁は、今後の議

論に任せたいと思います。要旨、はじめ、３から 9 までです。最終的に、我々がこ

の委員会から、知事に対して提言する大きな道筋です。内容からいいますと、３の

環境放射線被ばくに関する健康リスク、４の甲状腺の放射線被ばくによる健康被害

です。これらの２つは今までこの委員会で何度かにわたってこれを議論してきまし

た。５の原発事故避難による健康被害は、避難委員会で結構やっていますので、本

部会では補完的な役割と思います。６のことは、あまり扱っておりません。７は、

複合災害です。８のチェルノブイリに関しては、木村先生がいろいろやってらっし

ゃいます。先生方から、もしこの段階でお話ししたいことがあったらお願いします。

木村先生。 

木村委員 そうですね。私としては、福島の事故の直後からずっと、福島に入っており

まして、その経験から見て、今の福島県及び福島県や国の有識者の方々との会議の

中で、非常に疑問を残しているところがありますので、例えば初期被ばくについて

の問題というのはかなり、もし新潟県でこうした原発の再稼働があった場合につい

ても、こういう災害が起きた場合どうするかといった時に、かなり大きな問題にな

ってくると思います。だから、初期の被ばくについて、初期被ばく、特に内部被ば

くについてとか、そういったところがかなり曖昧な部分が福島県内ではあるわけで

すよね。それはそれぞれ調べてきている研究者の中での温度差もありまして、考え

方に違いがあって、県がいっているようなレベルで果たして、本当に被ばく量がこ

れで良いのかというところは、きちんと実は見てないわけですよね。全て推定値な

ので、だからもし万が一ここで、きちんと今後やっていかないといけないというの

をそういうところも含めて、議論して問題点としては上げておかないといけないの

かなと思って、そういう例えば、この９年、福島第一原発事故の９年を振り返った

上で、我々は何を学んだのかというところの、学んだという部分と、問題点という

ところはきちんと抽出しておかないと、この委員会での議論があまり成果がなかっ
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たことになってしまうんじゃないかなと思いまして、そこは厚めにやった方が良い

のかなと思います。 

鈴木座長 これは当たっているかどう不確かですが、実は技術委員会が少しだけふれて

います。 

木村委員 またデータ等を提案、提示できればと思いましてやっぱりこの事故直後の被

ばく、初期被ばくの対応で、ずいぶんリスクが変わってまいりますので、そこらへ

んはできるだけ潰しておけばよろしいのかなというふうには思いました。 

鈴木座長 この部分の扱いで、秋葉先生何かございますか。視点が曖昧になっている事

も散見されます。何か学ぶ点よりは今後どうしたらいいかってことだけに偏った報

告書も見られます。 

木村委員 はい、実はこれは、手近な方から、元県の職員の方、福島県の職員の専門分

野の方から、お話を伺ったときに、やっぱり、その県自身の意識レベル、県の職員

の方々のこういう過酷事故が起きるということを想定していなかった状況で、福島

県の場合はこういうことをしては、こういうリスクがあるのでどうですかと言った

ら、事故直後ですがそれは無視されてしまったというようなこともあって、この初

期被ばく、実は、もっと防げたんじゃないのか、っていうようなことを、実はつい

最近というか、一昨日聞いたんですが。だからそういうような、たまたまそういう

話を聞けたとかですね、あって、やはり問題意識として、あらかじめ想定できるも

のを潰しておかなければいけない。これが本当にここの委員会の一つでもあるんじ

ゃないかと。だから、稼働再稼働、稼働しない、再稼働するというその是非を考え

る上でも、そこは押さえておかないといけないのかなと思います。 

鈴木座長 そこは最初お話ししたように、シナリオのないといったことに戻ります。先

生がいつもここでおっしゃっているように、こうやって欲しいと思っていたのに国

は全然相手にしてくれなかったという話を何度も伺っています。その辺の事実がど

こにも書き残されていないことが問題と思います。 

木村委員 そうですね。だから、その環境放射線被ばくに関する環境リスクというとこ

ろのモニタリングとか測定方法や、初期被ばく、内部被ばく、そういう低線量影響、

低線量影響まで行くとちょっと学問的な部分に入っていますが、初期のデータを押

さえるというところをある程度きっちりとやれるように、しておかないと、福島と
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いうものを、どれだけ、福島からどう学んだかというところはきちんと作っておか

ないと、いけないのかなというふうに感じました。 

鈴木座長 はい。ありがとうございます。中村先生何かありますか。 

中村委員 はい。木村先生のおっしゃるのは非常にもっともだと思いまして。大変重要

なので、そういう文書になっているものがあるかというとあんまり見ないんですね。 

木村委員 そうなんですよ。 

中村委員 どうしてなのか。議論だけで終わってるんでしょうか。 

木村委員 これ言ってよろしいですか。僕はこれ、放射線医学研究所時代にその部門に

いたところなんで、やはり我々が、東海村臨界事故前後、なんですが、こういう過

酷事故は起きないという前提のもとに考えられていたので、あっても小規模のレベ

ルであると、ＩＡＥＡが一応モニタリングシステムとか、そういったものは、そう

いうテクニカルブックとして、出していました。そいうのを我々が翻訳して、業績

として、部署として出した経緯もございますが、そういうところがきちんと本来起

きるという想定の下でやっているというところではなくて、起きないという前提の

もとに作られていたから、結局機能してないというのと、本当の議論がなされてな

い。もちろん、ＩＡＥＡなんかは、東海村、東海村じゃなくて、チェルノブイリ等

がありました、スリーマイルもありましたのでそこらへんは、その当時の技術とし

て提案はしているということなんですが、より先に進んでいくっていうような形に

はなっていなかったというのは、想定をしてなかった。これが一番の大きな問題じ

ゃないかなというふうに思います。 

中村委員 はい。ありがとうございます。それとあと、単純なことなんですけど、３番

の健康リスクのところで、放射線被ばくによるがん、３番。４番に白血病リスク、

というのがあるんですけど、これはがんの中でも、白血病というのは別だというこ

とで項目を分けたということなんでしょうかね。甲状腺はこの４番に入っているか

ら、この３には入っていないという理解でよろしいでしょうか。 

鈴木座長 項目立てに関しては再整理が必要と思います。秋葉先生何かありますか。 

秋葉委員 今の全体の部分についてお話し申し上げます。木村先生がおっしゃったよう

にですね、福島から学ばなければいけないことの一つが、初期の内部被ばくも含め

た放射線被ばく、特に住民あるいは作業者の方の被ばくを測定して、それを今の言



5 

 

葉で言うと、オープンデータを採用すると。そういう形で、一般の人が、正しい評

価ができるような形にするということができると思うのですよね。福島の委員会で

の議論を詳細にフォローしているわけではありませんが、そこの重要性が認識され

ていると思うんですけど、それをどういうふうにやるのかというのは、見えてこな

いですよね。ですから、木村先生の、専門家のご意見も拝聴しながら、どういう体

制をとるか、実際に比較的初期にですね、カーボーン（車載）サーベイをやったの

は、木村先生たちのグループと私たちのグループ、まあ何人かいると思いますけど、

それをもっと実際には早い時期に、やれる体制をとっておくべきですね。かつ、得

られたデータが今、ICT 関係の、あまりよく知りませんけれども、とられたデータを

すぐインターネットに繋げて使えるような形にするというシステムも今は技術的に

できるしそうすべきではないかという気が私はしています。同時にカーボーンサー

ベイだけでなく、環境省が設置されているモニタリングポストがあるので、あるい

は県のモニタリングポスト。そういうデータは今結局どこにあるのか、むしろ木村

先生にお聞きしたほうが分かるのかもしれませんが。 

木村委員 今解析中なんですよ。 

秋葉委員 木村先生がお持ちなんですか。 

木村委員 いや実は、カーボーンサーベイはないんですが、公的なデータ、今それは、

福島県のホームページ上にあります。だからそれが設置した日から、ずーっと１日

の２回であったり、リアルタイムモニターであったら。 

秋葉委員 それは要するに、僕が言っているのは、初期の、被ばく直後の。 

木村委員 初期のデータは、なくなって、ほとんどデータがないです。 

秋葉委員 だから、そこが大問題だと思うんですよ。そのデータが本当は、僕たちはあ

るはずだと思っているわけですけど、あるんだとしたらなんで出てこないか。そう

いうことですね。そういうのができないというのであればそれはそれで、いいんで

すけど、そういうのが放置されてしまうということは、過去の経験に学んでいない

ということになりますので、やはりこの委員会では是非、その点をしっかりという

か、明確にまとめて、まさに巨人の肩に乗るということで過去に学んで将来を展望

するという視点で書く必要があるのではないかというふうに思っています。今申し

上げた関係の話ですけど、さらに言えば、甲状腺の初期の被ばく、特に個人の被ば

くを測定することはとても重要なんですけど、実際にはほとんど実施されていなく
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て、札幌医大の先生と弘前大学の先生たちのデータがほぼ唯一のデータで、それも

結局は先生たちにお願いするしかないんですけど、その百人に満たないデータで。

そういうことがきちんとできるような体制になっているか、そういう体制を作るべ

きだという提言を私はすべきだと思っています。さらにこの、鈴木先生がお示しに

なったこのまとめで言いますと、今申し上げた３のこの環境放射線被ばくによる健

康リスクですけど、その両カッコ１、２の線量評価の部分、やっぱりここできちん

ととれるデータをとってもらうことが必要。ただ、３、４、５のところは、ある程

度いろいろな国際的な報告書もありますし、今、多分ＵＮＳＣＥＡＲがまた、放射

線のがんリスクについての報告書をまとめつつあると聞いておりますので、といっ

ても、２、３年経たないと出てこないと思いますけど、ここはそういう既にあるも

のを使って、比較的簡単にまとめるというのでいいのではないかなと。ただ、ここ

に書いてある、除染の有効性については、私はあんまり詳しくないので、木村先生

のお調べになったデータから。さらに、４の甲状腺についても、結局どれくらいの

方を対象にスクリーニングをやったかということを、もう一度、前回私がＩＡＲＣ

の報告書を示して、議論していただいたわけですけど、この委員会の中間報告とし

て、どういうふうに提言するのかということをもう一回、まさに腹を割ってやる必

要があるのかなという気がしております。５については、ちょっと私はまだ頭が整

理できていない。原発事故の避難・転居による健康被害は、中村先生がいろいろ調

べておられると思いますので、あとで教えていただければと思っております。６番

の原発事故における健康被害の対応は、福島のことをあるいはチェルノブイリのこ

と、福島のことを念頭に置かれているのですか。 

鈴木座長 そうですね。 

秋葉委員 ここはまあ、おっしゃったように、なかなか明確な答えは出てこないので、

あまり議論をしていってもしかたがないのかなと。むしろ、とにかく、さっき申し

上げた、木村先生も指摘されていた、初期の被ばく体系できちんとやれる体制を作

りましょうと。さらに言えば４番の甲状腺スクリーニングをどこまできちっとやる

かということを提言するのがよろしいのではないかと。結局チェルノブイリについ

ても同じで、チェルノブイリについてもＵＮＳＣＥＡＲの報告書もありますし、は

っきり分かっていることを、というのがよろしいのではないかと思います。ただ、

もちろん、それぞれ福島についても、チェルノブイリについても、こういう可能性

もあるという議論があるくらいは触れざるを得ないのかなというふうに思います。

ということで、あとは余計なことですけど、先ほど委員長がお話になりましたよう

に、コロナの問題があってしまいまして。その中でですね、そこで今日本版のＣＤ

Ｃを作らないかという議論がでてきています。この原子力災害の問題も将来、ＣＤ
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Ｃの議論、ＣＤＣを作るとすればですよ、その中に入ってくるべきものではないか

と。今の時点では、感染症に特化している話だとは思いますが、将来はやはりこう

いう環境問題、特に放射線の問題もありますので、そういう問題をより広い、ＣＤ

Ｃ的な組織を作るべきだと言うことも、一度議論してもいいのではないかと思いま

して。ちなみに、鈴木先生にもちょっとご相談しましたけれど、日本学術会議では、

このコロナに関して提言を作りまして、確か 7月の 3 日に一つ、提言を公表してお

りますが、これは今申し上げたように、感染症に特化した委員会というものを作っ

て、政治とサイエンスの関係をもっと明確にするためにも、専任の大臣クラスの政

治家のポストを作って、常日頃からその人たちと意見交換することによって、想定

外のこういう病気が、感染症が出てきても、あわてないで、準備しておくというこ

とが１点と、地方にも同じような行政と専門家の部署を作るようにとして、地方の

独自の固有の問題に対応できるような、システム、組織を作るべきだという提言を

しております。そのほかに中央と地方との関係あるいは、保健所対策などいろいろ

と、書いてあります。その上でさらに、現在、9月の 10 日にですね、第二の提言を

作りまして、感染症対策と社会変革、ＩＣＴ基盤整備とデジタル変革という提言が

学術会議としては承認して、多分来週ぐらいには公表されると思います。この放射

線に関してもですね、まさに福島第一の除染作業等は、まさにそういう、ＩＴ、ロ

ボットとかＡＩとかそういう技術を使って、作業されておられるので、そういうこ

とも少し、特に最初に申し上げました、初期の被ばくの問題に関してもそういう視

点も今後入れていってもいいのかなという気もしております。今後特に、避難先で、

原子力災害事故だけではなくて、自然災害の場合も、避難所で、避難した人たちが

適切な医療を受けるための対応、まあ、この委員会での直接の所掌ではないのかも

しれませんけど、そういう場合にも、そういう場面でも、例えば、パーソナルヘル

スレコード、個人の健康医療に関するレコードを、デジタルな形で個人で持ってい

て、そういうことによって医療についてのデータも、まあ、病院がいろいろな情報

を、津波で流されてしまっても、個人がすぐに対応・提示できるという形が、ある

いは、いろんな、北欧などではかなり進んでいますけど、医療ビッグデータの臨床

現場での利用です。今回のコロナでもありましたけど、ＣＴを放射線の先生がお撮

りになっていて、それをＡＩが診断するということが盛んにやっておられると思う

んですけど、そういうことも含めた、これも例えば放射線の問題についてもそうい

うことができると思いますし、今後コロナのせいで、医療の現場でもデジタル変革

というのが急速に進む可能性がありますので、それを、ちょっと、中間報告に取り

込む可能性はちょっと低いかもしれませんが、それも視野に入れながら、議論して

いく必要があるというふうに思っております。 
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鈴木座長 ありがとうございます。秋葉先生から全体の大きな流れを分かりやすく説明

いただきました。木村先生にもお話しいただいた通り、国のデータを見ても初期の

非常に混乱した記述はあまり書いてません。今何が起き、今後起きたときにどの点

が重要かの部分がないがしろにされている印象です。想定外だった状況で起きてし

まったという事を国が書けなかったなら、ここで書く事も大事だと思われます。秋

葉先生からきちっとしたものを入れていただくといいのかなと思います。除染の有

効性について木村先生から話がありました。何か感ずるところはありますか。 

木村委員 除染に関してはですね、国主導の、例えば原発立地８町村および、一時的な

避難指示を受けたようなところというその場所については、国が主導として、環境

省が主導として除染を行いました。そこの部分と環境省から委託事業、復興庁かな。

委託事業として、市町村が代わりに除染事業をしたというふうになった部分とでは、

実際に除染の内容が全然違うんですよね。この程度のこれをやるのにこれだけのお

金かけるのっていうような、もっと意味合いのある除染の仕方があるんじゃないの

っていうのが、実際あったりするんですよ。で、また、一度除染したところはもう

除染しないと、まあそれで再除染という言葉を使ったり、やり残し除染という言葉

を、あやを使って、やってるんですが、なかなかそれ以上のことができない。とい

うような、実際に、その、なんていうんですか、３０キロ圏以外、例えば新潟県で

あっても３０キロ圏以内で、以外で、遠いところでもやっぱり汚染地域が出てきた

場合に、そういった国主導と市町村主導という形で全然、その除染体系が変わって

しまうということになると、非常に矛盾するわけですよ。だからそういうんじゃな

くて、汚染レベルによって、汚染の状況によって、これは、３０キロ以上、以遠で

あったって、やっぱり国がやるべきものであったり、それ以外の比較的弱いところ

は、市町村でもやっていいんじゃないかという見直しをする必要がございます。で、

あとは、今、飯舘村で非常に大きな問題になっているのが、今も避難指示が続いて

いる、帰還困難区域である、長泥地区というのがございます。長泥地区では、除染

を完全に終了しなくても、帰還させるという避難解除ということを今行おうとして

おります。それはどういうことかというと、ほとんど長泥地区の人たちは帰らない

という前提だから、帰らないんだったらわざわざ除染する必要がないじゃないか、

だったら、自由に自分の故郷に行き来できるようになるほうがいいので、遠い将来、

長い目で見ていったら、そこは除染していくんだけれども、その完全除染が終わる

まで、避難指示が続くというわけじゃなくて、避難解除をしたうえで、それで、特

定、なんと、干渉地域といって、汚染地域の中の、除染完了、ある部分、終わった

部分と、中心的にやる部分と、そうでない部分を分けて、完全な、その地域全体で

は除染が完了する、しなくても避難指示をするという問題が出ております。で、そ
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の長泥地区の人たちはほとんど帰るって言っている人たちは、もう２、３軒なんで

すね。で、そういう人たちで、多くの人たちはもう、他に家を構えたりするからい

いっていうふうな形になってしまうんですが、果たしてそれがいかがなものか、今

まで国は、除染をしないと帰さないというふうに、まあ、除染がいいわけじゃござ

いませんよ、いいわけじゃないけれども、一つの決まりを持ってたのに、例外を作

ってしまってよろしいものかっていうことは、今福島県の中でも、特に飯舘村のほ

うにはやっぱり、それは私自身も、村長に向けて言ったことがございます。で、や

っぱりそういうところっていうのが、前例を作ってしまうというのが、これから、

今後、ないわけではない、想定可能な中で、こういう事故とか、過酷事故が起きた

時にも、そういう前例を作ってしまったっていう、まあ、そういうものがあってし

まうと、なし崩し的になるのかと。で、また、環境省さんからは、その長泥地区で

未除染の土壌を用いた農業再開というか、試験をやり始めている、というようなこ

とを始めるっていうことが公表されております。で、それもね、もちろんこれは植

物によって、移行って言って、放射性物質を吸い上げる力が違いますから、出にく

いものもあれば、出やすいものがあるということがあるんですが、やりかたによっ

たら、出ないものだけ植えれば、ほとんど出ないから汚染された地域でも農業再開

可能ですよって言っちゃってしまったら、これ果たして大丈夫なのっていうような

ことになりかねない。で、やはり、この除染をしたところできちんと安全を担保し

て、やっていかなければならないということが出てきますので、こういったような

ね、今現在の福島の問題っていうものなんかは、これやっぱり取り上げるべきだと

思うんですよ。それをリアルタイムでやっぱり、入ってないと、わからない問題、

福島の飯館村の中でも、かなりもめてるんですよね。長泥地区だけがよかったら、

俺たちいいのかいって言ってるほかの地域の方々、区長さんなんかもいらっしゃい

ますので、やっぱりそういったような、村の中の分断というものも含めてやっぱり

考えていかなければならないというふうには思います。 

鈴木座長 ここの部分は重要な問題です。先生が説明された時、技術的には例えば土壌

を返せばいいんじゃないかとされてました。先生がおっしゃるように、避難地域、

特別避難地域の扱い方ですがあります。国は元の場所に住民を戻してやればいいん

だと最近感じるところがあります。私は当初人が住んでない地域があってもいいと

思っていましたが、全部の地域に住民を返すといっても少人数でもよいとの印象が

あります。だから、この部分の書き方は非常に難しいと思います。現状と問題点を

しっかりと書いておく必要がある思われます。土壌に加え汚染水の問題もあります。

以前先生前から魚の汚染について伺ってます。これと同じ事が NHK の放送でもあり

ました。山の放射線の汚染されたものが川に流れ、最終的に海の汚染が進む状況を



10 

 

詳しく報道されていました。同様なことが論文や報告書にあります。その辺のとこ

ろは先生どうお考えですか。 

木村委員 この海の問題だけは非常に難しい問題で、今、福島県が漁協さんも含めて試

験的に操業を始められているのが、沿岸から２０キロ先のところで操業をしている

という形なんですよね。そうなるとかなり放射性物質も軽減されているために、安

全がある程度担保されているではないかというふうに考える部分もございます。た

だし海の部分はやっぱりあの陸地と違ってそう簡単にその汚染レベルを調べていく、

網羅的に調べていくというのが不可能です。それこそ秋葉先生が言われたようにＡ

Ｉとかそういうものとか、ロボット技術を含めて海底内をくまなく調べていくって

いうことと、やっぱり海の海洋という部分はどういうふうになっているかという部

分は非常に難しく、で、一つはかなり実は放射性物質の流出っていうのは減ってき

ているというのは事実です。で、それはその水俣病の時に、水俣湾を、実はコンク

リートで下を埋めてるんですね。だからその海の中に有機水銀が再浮遊しないよう

な形にしているのと同じで、実際、原発内の湾内は全部コンクリートで固めてるん

ですよ。固めたために汚染された土壌とかそういったものが封鎖されている、蓋を

されている状況なので、汚染レベルは大分減っているんです。ところが、新しくこ

う漏れて出てくる、あとは、周りの周辺地域、汚染されて未除染部分のところが、

雨とか嵐っていうところでどんどんこう流れてくる、表面を洗って流れてきたもの

っていうのは、その周辺の部分をどのくらい汚染されているかっていう、そういう

ようなデータはほとんど出てないんですよ。で、実は僕、原発事故から５年間はず

っと海洋調査をやりました。で、船借り切って、漁船チャーターして、漁協さんと

協力してやったんですが、雨の日とかそういう日にも行ったんですよ。そうすると

やっぱり濁り水とかそういうところでは、やっぱり放射性物質が高くなるんですよ。

そういう実際のデータとかもあります。だから、果たしてね、そこは、それを風評

被害と言っていいのかどうなのか、実害っていうところも含めてやっぱり議論をし

ていかないといけないし、で、じゃあトリチウム問題というのはどうなのかってい

ったら、トリチウムっていうのも取り込み量がね、その、濃縮しない、ヨウ素のよ

うに甲状腺に溜まっていくような濃縮機構があるわけではないから、だからある程

度濃度があっても安全なんだっていうふうに言われますが、果たして本当にそうな

のかどうなのかっていうことを、海洋放出しているから大丈夫だって言っていいの

かなというのはやっぱりそれは生活をしている人たちも含めて、考えていかなけれ

ばいけないし、原発の汚染水をためるタンクの、タンクの場所がもう一杯ですって

いうけど、実はあれ、上空から見たら、半分は空き地なんですよね。その空き地を

どう使うんですかって言ったら、いやいやこれ解体作業の時使うから、この半分は
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タンク用に貯めてない、使ってない、取ってるわけじゃないから、タンクは、タン

クの敷地としては手狭になりますっていうふうに言うんですが、それは詭弁なわけ

ですよ。だってほとんどあんな地域に帰ってくるかって言ったら、帰れないわけじ

ゃないですか。で、帰れないところに土地山ほどあるんだったら、いくらでもやり

方はあるのに、それができていないとか、そこの議論が、そこをマスコミも含めて、

そこに追及していないという自身が、かなり、なんと言うんですか、忖度をしてい

るというか僕はやっぱり問題だと思うんですよね。だから、そういうところを踏ま

えて、本当に、僕はなぜこれで来られてここで話ができているかと言ったらやっぱ

り、１０年間、まあ１０年目ですよね、１０年目で約９年半、福島に定点観測とし

てずっといて、福島の中で起きてる問題を抽出できたから、こういうことが言える

ということになるわけですよね。だからそういったところをきちっと議論をしてい

かねばならないのかなというふうには私は思っています。以上です。 

鈴木座長 詳しいことを先生話される程いっぱい課題がありそうです。 

木村委員 いっぱいあります。 

鈴木座長 どこまで書いていいかと。でも問題点は明確になってきますね。 

木村委員 例えば、箇条書きとは言いませんが、そういう問題点をある程度抽出して、

出しておくっていうことも一つ重要なのかなと思います。 

中村委員 すみません、もう一つ。質問のようなものがあるんですけど。４の４のとこ

ろで、甲状腺がんへの対応ということで、ヨウ素剤の投与とか、事前配布とかそう

いうことがここに載っているんですけど、福島では、これがうまくいったのか、う

まくいっていなかったという情報が、もしかしたらちょっと前に話があったのか、

ちょっと私忘れているかもしれないんですけど、そのへんご存じでしたら。 

木村委員 えっとこれは、４の４の甲状腺がんへの対応として、放射線被ばくの安定ヨ

ウ素剤投与と事前配布、避難、屋内退避というところの部分ですが、この部分で一

番特記事項としては、福島県田村郡三春町、この三春町は２万人、２万１千ぐらい

かな、人口の町なんですが、で、この三春町では、事故直後に、ヨウ素剤を県に取

りに行って、独自の配布をしまして、約７、８割くらいかな、お飲みになられてる

んです。で、これ唯一、ヨウ素剤を一般市民が原発立地８町村以外で飲んだという

事例としてはこの三春町が唯一ですね。その事例は、ちゃんと実は現地に、現地と
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いうか三春町のその担当者の保健師さんとそこの課長さんに一度聞き取り調査をし

て全部記録しておりますので、そういうのは出せると思います。 

鈴木座長 ヨウ素剤に関しては、我々はこれまであまり触れてきません。避難委員会は

政府や他府県のデータと合わせながらやってます。我々の部会は、避難委員会に足

りない部分を補足する形も考えられます。中山課長さんから福島県県民健康調査の

いろいろな資料を戴きましたが、その扱いはどうしましょうか。 

中山健康対策課長 そうしましたら、予定では前回の振り返りとあと福島県の県民健康

調査の主だったところをお話しさせていただきたいと思います。まず分科会の振り

返りですけど、資料１をご覧ください。前回第６回健康分科会での主な議論をまと

めた資料になります。最初にＩＡＲＣ、国際がん研究機関の提言について秋葉先生

からご説明していただきました。提言では、原子力事故後に甲状腺のマススクリー

ニングを実施することは推奨しないとしております。また、これまでも分科会で議

論されておりますが、秋葉先生のご説明の中で、放射線誘発性の甲状腺がんは、散

発性の甲状腺がんと同様に、予後が良好であるが、これについては、全例が手術を

行っていることを認識しておく必要があるとのお話がありました。過剰診断の定義

についてもご説明がありました。もう一つの提言といたしまして、より高リスクの

個人に対しては長期甲状腺モニタリングプログラムの提供を検討すべきとしており、

線量評価を行い、高い線量の人たちには検査をすることを提言しており、高い線量

の目安として、１００から５００ミリグレイという数値が出されております。提言

ではさらに、よりリスクが高いと特定された個人の甲状腺モニタリングを実現可能

な限り早く始め、成人しても継続することを推奨するとしております。そのほか、

甲状腺がんを長期にわたって経過観察した阪大医学部のホームページのデータにつ

いてもご紹介いただきました。秋葉先生のご説明を受けて、委員からは、提言は原

発事故により誘発された甲状腺がんと一般的な甲状腺がんを分けていない、チェル

ノブイリ事故後甲状腺がんの手術を受けた人たちに再手術を受けた人たちが結構い

る、臨床医の話が入っていないなどのご意見がございました。続いて中村委員から、

文献調査についてのご報告をいただき、内容としましては、甲状腺がん以外では、

メンタルヘルスが重要である、自殺予防の体制を整える必要がある、心筋梗塞など

の心疾患や先天性疾患が増えた、小児がんについては肥満がリスクファクターであ

る、などの論文の報告があり、委員からは先天奇形についての論文もレビューして

ほしいなどのご意見がございました。最後に福島県甲状腺検査について甲状腺部会

まとめ報告では、甲状腺がんと放射線被ばく線量との関連は認められないとされて

いるが、線量を把握しているのが２３パーセントであるということから、関連がな

いと言い切るのは難しいのではないかというご意見がありました。簡単ですけれど、
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前回の分科会の振り返りは以上となります。続きまして、福島県県民健康調査委員

会等の開催状況について、説明いたします。今回参考資料として、前回分科会開催

以降の福島県県民健康調査委員会と甲状腺検査評価部会の会議資料を配布しており

ます。これらは福島県のホームページで公開されており、ダウンロードが可能です。

今年の１月以降福島県では県民健康調査委員会が２月と５月と８月の３回開催され

ております。甲状腺検査評価部会は１月と６月と２回開催されております。それぞ

れの主な内容ですけれども、県民健康調査検討委員会につきましては、２月に開催

されました第３７回県民健康調査検討委員会では、平成３０年度の健康診査、甲状

腺検査の実施状況の報告のほか、平成２６年度の妊産婦に関する調査回答者に対す

るフォローアップ調査の結果報告、平成２３年度から３０年度までに行われた妊産

婦に関する調査の結果まとめについても報告されています。５月に開催されました

第３８回県民健康調査検討委員会では県民健康調査の基本調査、甲状腺検査実施状

況の報告のほか平成３０年度のこころの健康度、生活習慣に関する調査結果報告、

同じく、こころの健康度、生活習慣調査支援の８年間の要約の報告がありました。

８月に開催されました第３９回県民健康調査検討委員会では甲状腺検査結果概要、

実施状況の報告、甲状腺検査の学校での成績の実施について、こころの健康度、生

活習慣に関する調査の実施計画案、妊産婦に関する調査についての委員会意見など

が報告されております。甲状腺部会につきましては、１月に開催されました第１４

回甲状腺検査評価部会では、本格検査３回目、25 歳時の節目の検査の実施状況、本

格検査 3回目までの実施結果についての報告がありました。9月に開催されました第

１５回甲状腺検査評価部会では、本格検査 3 回目の結果概要、２５歳時の節目の検

査の実施状況、ＵＮＳＣＥＡＲにより評価された甲状腺吸収線量と小児甲状腺がん

との関連についての論文報告などが行われております。大変駆け足ではございまし

たが、福島県県民健康調査検討委員会等開催状況についてご説明させていただきま

した。 

鈴木座長 ありがとうございました。４の甲状腺の放射線被曝による健康被害等です。

これは（１）から（４）まであります。（１）から（３）まででは本部会で詳しいと

ころまで議論されてきたと思います。先程もすでに触れられた（４）は避難委員会

で詳しいところまでやられております。全体で何か意見ございますか。秋葉先生何

かございますか。 

秋葉委員 いえ、今の時点では。 

鈴木座長 木村先生何かございますか。 
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木村委員 私も特には。 

鈴木座長 この課題について、秋葉先生が大分やられていました。国内の雑誌において、

甲状腺の福島のデータそのものに疑問があるとされてます。しかし、その資料を用

いてＷＨＯ等ではか解析しています。最近の福島の報告書では１０年目の節目に纏

めをやる可能性を述べています。これを踏まえると、私たち扱い方もどこまで書い

ていいか分かりません。いかがですか、秋葉先生。 

秋葉委員 正直なところ、ちょっと私はここ半年ばかりコロナのほうで忙しくて、十分

フォローできてなくてまことに申し訳ないです。ただ、福島の検討委員会のほうで、

大平先生やそのほかの先生が甲状腺についてデータを解析されておられる、一方で

この間、中村先生から報告していただいた、それ以外の方々が、放射線のエコロジ

カルな情報を使って論文を書いておられている。私自身も書いているんですけど、

そこら辺の評価っていうのをちょっと、きちんとやってみる必要がありますので、

これは、先ほどのこの項目立ての３の（３）、（４）のところで、まだ国際的にも、

本当に、まだ少なくとも、私自身が納得できるような報告書がない、もちろん木村

先生も納得できるものがないんじゃないかと思いますので、ここだけは、委員会で

やらざるを得ないのじゃないか、でもそんなことやっている暇があるのかという気

がしてますけど、もう一回先生確認するんですけど、来年の 3 月末でしたっけ、報

告書は。 

鈴木座長 事務局いかがですか。 

中山健康対策課長 時期については、今後の作業の進み方もありますけど、委員長のほ

うからも任期の話が出ましたけれども、そういうこともございますので、できれば、

年度内には何らかの形でできればなと。 

鈴木座長 年度内まで。 

中山健康対策課長 年度内には何らかの形で。何らかの形というと曖昧ですけど、形の

ようなものができればありがたいなと。 

秋葉委員 そうであれば、ますますですね、オフレコでやるというのはよくないのかも

しれませんけど、やっぱり腹を割って議論する、あるいはまあ、僕たち、僕の場合

論文の内容を十分に理解していない部分も多々あると思いますね。でもまあとにか

く、にもかかわらず、議論を進めるためにある程度、外から見るとちょっと無責任

に見える、議論を進めるためにということもあると思いますので、これを、まあ、
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本当にこう全部こう、何ですかねこういう全部逐語的な議事録をとられて議論する

というのは、若干個人的には苦しいところがありまして、余計な誤解を招く場合も

あると思いますね。そういう意味では、個人的に言うと木村先生とお互いそれぞれ

の重要な部分について、自分たちの理解しているところを意見交換してどういう結

論になるかっていうそんな感じの、別に木村先生と僕だけでやるってわけじゃない

ですけど、他の方も是非参加していただきたいわけですが、そういう形を一回やら

していただければ、大変ありがたいなというふうに私は思っています。今の世の中

でそういう形で議論していけないかもしれないんですけど、まあやはり学問の世界

というのは、そこら辺の誤解を恐れずに、自分で言いたいことを言って、間違って

いれば、間違いを認めればいい話なので、なかなかこういう公的な場ではそういう

本当に胸襟を開いた議論というのはちょっとしずらいかなという気がしますので、

時間がないということであれば、ちょっとそういうことをやらざるを得ないのかな

と、別に旅費を出してくれと言ってるわけじゃないんですけれど、そういう形もち

ょっと考えさせていただければ、ありがたいなという気がします。 

中山健康対策課長 取りまとめを行う作業としての、打合せといいますか、会するとい

うのは、形態といたしましては、有り得るものだなというふうに事務局のほうは考

えているところです。 

中村委員 今の話に関連しているんですけど、最新の文献を調べましたら、先ほど言っ

ていた大阪大学のグループが環境中の放射線量と甲状腺がんの関連というのをサイ

エンティフィックレポートという、比較的最近出しているんですが、雑誌には載っ

たんですけど、これだけでいいのか、これで決定かといわれると、全然そんなこと

はなくてですね、いろんな方法論を使った研究が非常に細かいところを専門的な話

で議論しないととても納得できないなというようなところがありますので、やっぱ

りそういうような会は、私もぜひとも必要なのではないかなと感じました。 

鈴木座長 放射線と甲状腺に関しては、木村先生と秋葉先生に大枠でお任せしたいと考

えています。他の所は中村先生がやられています。大枠でどの様な形の報告書にす

るかもあります。今回は中間的なものと考えられます。 

秋葉先生 一つよろしいでしょうか。今先生がおっしゃったところから、忖度というか、

類推しますに、まあこの委員会、今、甲状腺がん、あるいは甲状腺腫瘍について絞

って議論していると思いますが、それについて、主に福島での論文をすべて網羅す

ることは、意外とそんなにないから可能ですか。もしかしたら中村先生。 
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中村委員 まあ、網羅してやってどうですかね、全部で１００とか２００。 

秋葉委員 やっぱりそんなになりますか。 

中村委員 全部含めてそれくらいなので、甲状腺がんだけに限れば、それこそ１０、２

０とかですね。 

秋葉委員 そんなもんですよね。でも腫瘍を含めてもそんなもんじゃないかなと。 

鈴木座長 それは英文として。 

中村委員 そうですね。日本語はほとんど出てないというか。 

鈴木座長 そこのところの日本語も結構あるんです。 

秋葉委員 日本文、日本文ってそんなに重要な論文がないというか。 

中村委員 甲状腺がんに関してはそんなにない。別の視点の論文が多い。 

秋葉委員 そうであれば、どうしますかね。例えば２０あったとして、まあ、中村先生

も入れていいですけど。 

中村委員 これですっていうふうに情報提供することはできます。 

秋葉委員 そこまで作っていただいて、そこから落とすものはほぼない。それを、じゃ

あ何か簡単な、お互いこの論文についての評価をお互い述べ合ってという感じにな

りますかね。 

木村委員 そうですね。 

秋葉委員 じゃあまあ先ほど委員長が中村先生は忙しいから、そんなことがあるから、

まあそこはちょっと中村先生とご相談させていただきます。 

木村委員 僕が感じるのはやっぱり、これは我々２人でお話しするんじゃなくて、やっ

ぱり医学者としての先生方のご意見も踏まえて、議論をやっていかないと。 

秋葉委員 最終的には、そういうものですけど、まあ先生と違って私はいろいろ不勉強

な点が多いので、とんでもない誤解をしながら議論をすることが有り得ると思って、
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そこでまあ要するに特にアメリカなんかの連中の議論はそうですね。お互いこうあ

る意味で、はっきり言えば、日本人のようにきちんと勉強しないで議論してくんだ

けど、最終的にはきちんとした議論になる。そういうことってよくありますよね。

そういうような時間もないので、そういう形がいいのかなと。そういう意味ではな

かなかこういう開かれた場所での議論はちょっと辛いなという気がするんですね。 

木村委員 まあまとまってないというのが正直なところですからね。まとめてお話がで

きるというわけじゃなくて、断片的な議論ですよね。 

秋葉委員 その視点で議論することは非常に重要なので、それは一面的かもしれないけ

れど、だから、お前何考えてるんだといわれるかもしれないですけど、でもそうい

う議論ってサイエンスの世界ではとても重要だと私は思いますので、それをちょっ

とやらせていただければ。ですからそれはもうまさに、議論のあれは、論文読んで

くるのは、僕と木村先生で、中村先生や委員長にお時間があれば聞いていただいて、

そういう形で全然かまわないので。 

木村委員 そのほうがいいかもしれないですね。 

鈴木座長 ＵＮＳＣＥＡＲでは、例えば岡山の先生の論文を採用しないとか書いてあり

ます。第一段階では全部網羅して先生方にまずお願いして書き進めていく、その際

には議論もしながら行う方向でいいのではと思います。甲状腺の（１）から（４）

は、今日いただいたばかりの新しい福島の甲状腺のまだ見てませんので、まず見た

いと思います。５では原発事故後の避難・転居による健康被害。これに関しては木

村先生の報告もあります。避難委員会では細かいところでも議論され、生活分科会

も同様です。中村先生は文献を中心にしたものの検証になりましょうか。 

中村委員 甲状腺がん以外の影響についても、ここで含めてということでよろしいです

か。 

鈴木座長 はい。 

中村委員 もしかしたら７番も、一緒に含めていいのではないかと。複合災害時の特異

性ですか。 

鈴木座長 複合災害のとらえ方を私は大きくとらえなくちゃいけないかなと思ってま

したが、避難部会では一つの項目で終わらせているんですね。非常にシンプルな形
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でやっています。非常に重要なものとして章立てまでする必要があるのか、単なる

一つの経緯の形でとらえるのか、木村先生何かありますか。 

木村委員 複合災害によって、だいたい原発事故って単体で起こることってないじゃな

いですか。例えばこの間の台風１０号でしたっけ、１０号でも、韓国の原発が停止

したんですね。緊急停止してますから、ですからこれは、あれほど大きな台風が来

ることを想定していなかったことがありますので、やっぱり台風もあるし、もちろ

ん地震も津波も、地震津波一緒ですから、そういったものもございますし、そこら

辺の複合的な部分というのはやはり何らかの議論は必要になってくるかと思います。

で、例えば複合の複合っていうか、一つの事象でこういう事態状況になったときに、

早い段階でこういう避難状況が続いたときに、じゃあ今の未知のウイルスとか、感

染症なんかが来た場合にどうするのかというようなものも実際入ってくるわけです

よね。だから、こんなのもう、本当に新型コロナなんかっていうのは誰も想定して

いなかったものが今現在起きて世界中が混乱している最中ですから、そういったよ

うな場合も、想定していかねばならないことになるのかなというふうには思います。 

鈴木座長 今の感染症ですと、特に今新型コロナが入って場面が変わったのはまさしく

それが一つの背景として重要なものとして入ってきたのかなと思っています。 

秋葉委員 複合災害という問題だと、特にコロナでも、あるいは、台風等の自然災害と

コロナが重なったときにどうなるんだという意識が最近特に強くなっているみたい

ですけど、それをこの分科会委員会では、原子力災害という枠があるわけですが、

そういう、先ほどにちょっと申し上げましたけど、ＣＤＣではなくても、危機管理

庁みたいなですね、center for disease control ではなくて center for disaster 

control というようなものが必要だというような提言もあってもいいのかなと、ただ

しこの分科会でやるのは、ちょっと荷が重いのかなという気はしておりますけど。

まあただ、特に荷が重いのは、この問題については、法律的な問題というのがいろ

いろあると思うんですね。特に今回の問題と、コロナでも問題となっておりますが、

公衆衛生を支えるために、私権を制限する、あるいは個人の自由を制限するという、

重大な問題があると思いますので、そこら辺がやっぱりちょっと、少なくとも僕の

手には負えない。ほかの分科会には法律の専門家がおられるのであればですね、そ

ういう視点で、議論できるのであれば可能かなという気はします。まあ実際に避難

なんかの場合には、まさにそういう問題が出てくるんだろうと思うんですね。です

からそこに問題の解析だけではなくて、将来へ向けての、こういうもっと大きな視

点での提言というのもあってもいいのではないかと。まあドンキホーテ的だと笑わ

れてしまう可能性もあるので慎重でなくてはいけないんでしょうけど、やっぱりち
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ょっと、目先の問題だけ解決するというよりは、もっと、少し大きな長い視点で提

言していくべきではないかなと、特に今回コロナで思ったことでございます。以上

です。 

鈴木座長 ありがとうございます。本委員会の人数が絶対的に少ないんですよね。この

委員会は、少人数の構成ですので、意見が少し異なってもいいのかなと。それがこ

の会議の欠点であり、もしかしたら長所になるのかなと思っています。秋葉先生が

おっしゃったＣＤＣは、国は以前から欲しいとして感染症研究所の改組を考えてま

した。原子力発電所関連の仕事についても、事故後に対応をしっかりする組織の再

編を論じていました。６の原発事故における健康被害への対応を書いた趣旨は、様々

な資料から新たな視点が見つかり、自分のメモ代わり書いたものです。健康調査は

福島県がやっています。原発事故の健康被害への医療対応は、本部会でやることに

なっているはずなんですけどほとんどさわってないですね。事務局にお聞きします

けれど、医療は避難委員会で議論しているから触らないということでいいんでしょ

うか。 

中山健康対策課長 医療そのものに関しましては、三つの検証のどこの部会かというこ

とに関して言いますと、医療の対応というのは１次２次３次というお話ですよね。

それに関しては議論は今回はちょっとしてないんじゃないかと思います。 

鈴木座長 福島の状況は木村先生もよくご存じだと思います。医療体制が完全に崩壊し

て、１次医療２次医療３次医療は福島医大が担ってきたわけです。新潟の事故の際

には福島との連携がどうなっているか分りません。医療体制について何かございま

すか。 

木村委員 それはね、緊急時医療体制として放医研がまとめていると。そこに僕所属し

ていたので、その放医研時代には、そういうふうな緊急時医療体制として、３次救

急として放医研が担っていて、第２次救急がどこでというような形で、やってたん

ですが、それもだいたいこの大規模なこの災害を中心としてやってるわけじゃない

んですよ。だから、大規模になったとき、今回のコロナと一緒ですよ。これだけの

広がりを持って、じゃあそのコロナのね、患者をどう受け入れてどうするかという

のは、国自身が何も決めてなかったから、そういうのが全部ができてるかって言っ

たら、まだまだだと思うんですが、どうなんですかね。 
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中山健康対策課長 書類上というと変ですが、新潟県の場合、２次医療は新潟県立がん

センター新潟病院となってはいますけども、そこの中で具体的にどういうレベルの

患者さんを治療してというところまでは、ほとんど煮詰めてないんじゃないかと。 

木村委員 たぶんそうじゃないかと思います。過酷事故ということを、そこまで過酷事

故を想定してないと、今回福島も、幸か不幸かそれほどの緊急性を要するような、

東海村臨界事故のようなことがなかったために、難を逃れたということがございま

すが、まあ今後どういう状況が起こり得るかわからないというときには。それは本

来は議論しないといけないのかもしれません。ただ、あまりにも量が多すぎますか

らね、我々がこの短い時間で、どこまで話をして、じゃあそこをどこまでこうまと

めていけるかといったら、そこはかなり難しいので、やはり国の対応というか、そ

ういったところの指針をもとに、じゃあ新潟県ではどういうところを対応して、こ

ういう場合にはどうすればいいかという議論ぐらいを盛り込むぐらいしかないんで

しょうかね。 

鈴木座長 はいどうぞ。 

秋葉委員 県の方に質問なんですけど、私の今の肩書はですね、弘前大学の特任教授な

んですけど、被ばく医療推進機構というところに属しておりまして、そこで見てい

ると、１月に一遍は、研修があるんですね。で、全国でやります。一つは中核、何

でしたっけ、木村先生のほうが詳しいと思うんですけど、中核人材養成何とかって

いうものだった気がするんですけど、これは、新潟県の方は出ておられるんですか

ね。 

鍋谷健康対策課長補佐 その機構にということでしょうか。 

秋葉委員 例えばどんなことをやるかというとですね、大別すると、除染作業まさに。

練習するわけです。で、もちろんそういう実習もありますけど、座学としてですね、

まさに、ここに書いてあるような、ずっと勉強するわけです。３日間くらいかけて。

それは全く出ておられないんですかね。 

中山健康対策課長 いくつか可能性のある部署はあるんですけど、詳細をちょっと把握

していないので、申し訳ありませんけど確認させていただきたいと思います。 

秋葉委員 このまさにそういう国の事業でやっていて、長崎大学、広島大学、それから

福島県立医大連携して支援センターをそれぞれ作っていて、研修事業をやっている

んですね。ほかにもいくつかあるみたいなんですけど、全体像を私は把握しており



21 

 

ませんが、まあ、新潟大学が、新潟県はそれをやるということではないのかもしれ

ませんけれど、少なくともそういう中核人材を養成するということは極めて重要だ

と思いますので、この分科会ではないのかもしれませんけど、ぜひちょっと一度検

討していただければと思います。すみません、余計な議論を申し上げて。ただ例え

ば今の除染作業についてもですね、実はこの内部被ばく、除染作業で感染症の対策

と基本的には同じですよね。僕はいつもそう思うので、せっかくだから一緒にやる

という提言もここで書いたらどうかなと。その方が感染症のあれも、原子力の事故

もそう頻繁に起こるわけではないので。感染症はしばらく続くでしょうけど。これ

リンクしてやれば、ずいぶんと本当にみんな真剣にやる。 

木村委員 まあ、ほぼほぼ、一緒です。 

秋葉委員 ただ、ここのところ言われているように、その縦割り行政が問題なので。 

鍋谷健康対策課長補佐 なので、情報を共有して、例えば福島県にこう、講師を派遣し

たりですね、本県もしてたりしたので、そういう交流の中で、あるいは防災局とか

福祉保健部の他の課の方でですね、防災とずっとやったりしているので、それは確

認させていただきます。もしかしたら、行ってる人もいるかもしれませんし、共有

します。 

鈴木座長 ６の（３）の健康被害者に関する賠償に医療保険などがあります。チェルノ

ブイリでは、被災者を国が一生面倒見るとされています。一方、日本の場合には 10

年とかで区切っているようですのでメモ書き程度に記しました。 

木村委員 実際先生これは、あれなんですよ、チェルノブイリでも、ウクライナの場合

はある一定の保証というか、それはカテゴリーに分けられて、被ばく程度によるん

ですが、まあそのカテゴリーによって、こういう補償が受けられますというのがず

っと細かくやられているんですが、ベラルーシの場合は、20 年をもとに、それをも

う打ち切りというような状況になっておりまして、国によって対応が異なります。

ベラルーシの場合は、いまそうとうその大統領の問題で、大統領選挙の問題で揺れ

て、政治的に揺れてますが、基本的に社会主義国家なので、医療制度がかなり隅々

まで行き渡っているというところがございます。なので、チェルノブイリの部分を

除いても、国がかなりフォローしているということで、まあチェルノブイリ特段、

それをなんというか限定して、補償をするということが、その 20 年以降はなくなっ

たという形になっていると思います。で、国によって違うんで、ただ、ウクライナ

の場合もこうやって、きちんとやっているけれども、これ、形だけになって、国家
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予算がどんどん減ってしまって、だからもうほとんど、体をなさないような状況で、

一応法律だけはあるけれども、それがきちんと回っているかといったら、回ってい

ないというような問題なので、現実も含めて、考えていかないといけない問題かも

しれません。 

鈴木座長 そのへんは、お金があっての話だから。 

木村委員 そうです。 

鈴木座長 （４）は、避難委員会でも議論しています。（５）の健康教育はまだ触れて

いません。やる必要はあると思いますが章立てをする必要があるのか不明です。 

木村委員 一応、放射線に関する放射線教育という形であれば、実は私がアドバイザー

を務めている二本松市、福島県二本松市では、中学校小学校のそれぞれに対して、

副読本を作りまして、教育委員会と私が中心となって、作ったものを用いて、大体

僕が年間、80回から 90回市内の小学校は全部、16 校あるんですが 16校。中学校は

大体、２、３校なんですが、回って、放射線教育をずっとこれまでに 7回、7 年間続

けて、今年 8 年目なんですが、そういうようなことをやっておりますので、それは

一応提案することは可能です。 

鈴木座長 ありがとうございます。7 はもうお話しました。8 は木村先生たちに書いて

いただければと思います。 

木村委員 これも、実は事務局からどうですかと、ベラルーシの話という話だったんで

すが、実はベラルーシ、あの、僕は１月に行って、それからここで会議をやった後

に、すぐにまたメールをして、実はこの、こういうところでまとめないといけない

ので、ベラルーシ国内で議論されているようなデータとか、国内の論文でいいから、

そういうのを提供してくれと言ったんですが、それが全部止まっているんですよ。

それはなぜかというと、実は大統領選がある年だから、とにかくあんまり動けない

というふうに言われてるんですが、これ本当に政治的な問題なんですよ。で、この

件に関してだけは、返事が来ないんですよ。だから今ちょっと違う方法で、ロシア

語文献をずいぶん当たって、インターネット上で出てこられるロシア語文献を当た

って、とりあえず調べていくってことを、これからやらざるを得ないかなというふ

うに思っております。 

鈴木座長 ありがとうございます。最後の 9の提言は、秋葉先生からの提案です。新潟

大学の関与に関して、事務局ではどう扱いますか。医療、いろいろな調査研究等が
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あろうかと思います。簡単に言えば指導・支援です。現在の福島県立医科大学が中

心になっている形態も考えられます。新潟でもそれが可能か、県の考えはあります

か。 

中村委員 医療は当然、あるというふうに認識していますよね。 

中山健康対策課長 Ｄ－ＭＡＴ、Ｄ－ＰＡＴというのはいろいろあると思うんですけど。

まあ、協力は個人であったり、Ｄ－ＭＡＴであったり行くと思うんですけど、協定

を結ぶみたいな話ですよね。 

鈴木座長 そうですね。 

中山健康対策課長 ちょっとまだそういう話は。 

鈴木座長 はい、どうぞ。 

秋葉委員 すみません。これ、さっきから木村先生もおっしゃっている、初期の被ばく

線量調査っていうものを考えると、本当に待ったなしだと思うんですね。万が一起

きたら、とりあえず木村先生が駆けつけてくれるのは間違いないんですけど、それ

だけではちょっと足りない可能性はあるので、そこはやっぱり、木村先生とも提携

をしていただいた上で、新潟大学なり、地元の大学と連携して、本当に、真面目に、

真面目でしょうけど、ちゃんと計画を作っておく必要がある、そもそもカーボーン

サーベイできると、できるんですかね。突き詰めて、突き詰めちゃ申し訳ないです

けど。 

中山健康対策課長 5年前くらいに、災害対策の講座もできましたので、そこの方の人

たちと。 

秋葉委員 それでできると思っておられるかどうかを、ちゃんと確認して。 

中山健康対策課長 今ちょっとその人たちはコロナの方に動員がかかっているので。 

秋葉委員 環境調査だけじゃなくてですね、さっき言った、甲状腺を中心にした、被ば

く調査、個人のレベルでの住民の被ばく調査も極めて重要なんですよ。で、福島の

時はわずか、70人くらいしかできていない。はっきり言って世界中に向けて、日本

は恥をかいているんですよ。僕に言わせれば。で、もう一回恥をかく気ですかと。

まあもう 1 回起きないかもしれませんけど。万が一起きたときにもう一回恥をかく
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気ですかと。ですからもう少し真剣に、体制を整えていただかないと、とっても何

て言うか、という気がします。 

木村委員 私も同感です。 

鈴木座長 新潟大学本部の放射線を主に研究している部署は、放射線モニターに車を走

らせてましたね。その流れが残っているかは不明です。秋葉先生おっしゃるように、

すぐに対応できるように、例えば新潟大学の動きはどうでしょうかね。 

秋葉委員 お金の問題も、あるんでしょうけれど、例えば、ヨーロッパでさっきから出

ているＩＡＲＣなんかも、多分、寄付も含めていろんなところから入ってきたお金

を、ある意味で企業の影響力を排除する形で、研究とか調査に使う。そういうスキ

ームを作っていると思うんですよね。ですからここもそういう形ができるのが望ま

しいのではないかと。まあ、地元の企業あるいは東京、ここの場合は、柏崎の東京

電力、そういうものも使いながら、きちんとした体制をそういう企業の影響力を排

除した形で、使うという体制を作るべきだと思うし、一部やはり市民の方にも入っ

てきていただいて、あるいは大学で学生実習も使っていただくという中で、市民の

教育にも使う、学生の教育にも使うという体制をお作りになる、多分、木村先生が

実践されておられると思いますので、是非先生に御指導いただいて。 

木村委員 あの、これはずっと、僕のライフワークなので、そうなんですが、一番やっ

ぱり、一番簡単で、一番もめてる福島の問題を一つ事例を挙げて説明します。一つ

実は福島県では、外部被ばく線量というのをずっと市町村単位で調べてます。で、

その外部被ばくがどのくらいの被ばくを、今現在どのくらい被ばくをしてるかって

いうのをやるんですが、みんな線量計を持って調べてるから、この線量計の数値だ

けでこのくらい被ばくしてますよっていう話をしてるんですが、じつは、あの、外

面的に大きな問題がございまして、これは本当は、もう秋葉先生は御存じだと思い

ますが、医療従事者とか、放射線の取扱従事者という人たちの医療現場における被

ばく管理なんですよね。だから本来はもともと、被ばくをしない自分の会社のある

部分のところを、コントロールと言って基準値において、そこで放射線を取り扱う

場所で、比べて、どのくらいの被ばくをしているのかというのを引き算してこうや

ってみるんですよ。ところが福島の場合は、線量計というものを持ってずっと行動

していくわけです、いろんなところ行っていくんですが、元々の被ばく量というの

が、そのときそのとき、その場所その場所のバックグラウンド値っていうのが分か

らないんですよ。もともとのそういうのが調べられてなかったから。だから、ある

基準点をもとに、ここで、これに、これを基準としてその引き算をしたところ、こ
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のくらいの被ばくをしてますよと、原発事故以降、我々は毎年毎年このくらいの被

ばくをしてますよというのを、毎年毎年こうやって出していくんですが、そういっ

たようなところで、やはり、その、今現在の被ばくっていうものを見るっていう外

部被ばくの評価っていうのが、かなり曖昧なんですよね。だから、今できることっ

ていうのは、もう各地域の病院で、レントゲンをお使いになられるようなところで

あったら、大体どのくらいの被ばく量かというのが、バックグラウンドといって、

何にもしなくても放射線が出てますから、その被ばく量を求めるだけであっても、

大体この地域にはこのくらいの放射線が何もしなくても被ばくをしてますよという

か、放射線を浴びてますよということが、分かっていれば、それから、それを基準

にしておいて、万が一事故が起きたときにどのくらいの放射線が、上昇して、我々

がそこに住んでいればどのくらい被ばくをするのかということが、見いだせるとい

うことで、これ実はかなり大きな意味があるんですよ。それがないから、福島県で

は、あたかも見てきたかのような、推計値をずっとみんな使って、ああでもないこ

うでもないと議論をして、その重箱をつつくことによって、非常に議論が複雑化し

てしまうというようなことがある。で、実際じゃあみんな、個人線量計というのを

持って、測るかっていったら、みんな冷蔵庫の上に置きっぱなしでしたとか、車の

中に入れっぱなしでした、ダッシュボードに置きっぱなしでしたといって、それは

個人の被ばくじゃなくて冷蔵庫の被ばくを測っているんじゃないかとか、車の被ば

くを測ってるんじゃないかとかで結局そこの行動調査やってないんですよ。二本松

は私が管理していたから、全部行動調査を、5 年間にわたって全部調査して、問題点

というのを全部抽出した上で、あとはもう行動調査とりませんがといって、だいた

い被ばく量の高い人たちだけを決めて、その人たちのところに、被ばく量の高い人

たちの家庭訪問をしたり、家庭訪問して、家の周りの環境調査とか、そういった聞

き取り調査をしてっていうので、で、原因を見つけて、じゃあこれの低減化をどう

するかっていうのを今もやっているんですよね。だからそういうことっていうのを、

本来やらないといけないのはそこであるんで、やっぱり何て言うんですか、ただ、

その数値だけでこのくらいになりましたから、もう被ばく量、外部被ばくのことは

気にしなくてもいいですとか、個人線量計を持てば、個人管理になりますから大丈

夫ですというふうに、国なんかがいっているのは、ナンセンスなんですよね。本来

は測りとれないものを大まかな推計値として、おおよその値を出すというくらいの

ものしかないものを、あたかもこの放射線量が、あたかも個人線量であって、この

集団はこれくらいであるというふうに一人歩きしているというのが福島の現状なん

ですよ。だからそういったようなものが、本当にいいのっていうふうに、疑問を呈

してないんです。それは現場を知らない人たちが、ただ単に集めて、で、調べて集

計して、数字だけを計算してこうですってやってるから、現場と事実が、乖離する
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わけですよ。そういうことがあるっていうのがまず押さえておかないと、基礎デー

タをきちんと今の状況で押さえるということが、一番大切になってくるのかなと。

まあこれは甲状腺も一緒なんですよね。全部そうなんですが、そういったことが、

今やれるときにやっておかなきゃいけないとか、そういった提言は入れると良いか

もしれません。 

鈴木座長 文献調査について進みます。 

中山健康対策課長 ちょっと質問いいですか。もしかして、例えば、被ばく、福島とか

新潟で万が一のときに、安定ヨウ素剤を飲むようなときに、フィルムバッチを、仮

に変な話、付けて行動すれば、その人個人の、外部被ばくになるかもしれませんけ

ど、ある程度。 

木村委員 目安になり得ますよね。 

中山健康対策課長 ものすごくそれが、100 人、200 人になればすごいデータになると

いう。 

木村委員 なります。 

中山健康対策課長 変な話、安定ヨウ素剤と一緒に、フィルムバッチを置いて、飲んだ

ときに、飲むとともに付けると。 

木村委員 そうですね。と思います。だから、もともと普段、生活している分はこのく

らいの被ばく量というのがだいたいもう先に事前で調査しておけば、推定値は出せ

ますから。で、そこからもし万が一事故になったときに、安定ヨウ素剤を飲むとき

にフィルムバッチも一緒に、個人線量計を持って、行動したら、大体の推定値は出

てきます。外部被ばく。 

中山健康対策課長 ＧＰＳ、位置情報もある訳ですよね。 

木村委員 はい。 

中山健康対策課長 分かりました。ありがとうございます。 

木村委員 位置情報まで全部行かなくても、おおざっぱにざっくりでもいいから、やる

方が、ただアンケートで、あなたはどこにいました、どうしましたってずっとやっ
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ていくよりかは、はるかに精度が上がりますので、それだけでも違いが出てくると

思います。 

鍋谷健康対策課長補佐 すみません、これ言おうと思って出てこなかったんですけど、

当然の話、新潟県にも地域防災計画ということで、原子力災害対策編という原子力

の専門に所管する課もありまして、そこの、私少し前に関わっていたんですけども、

そこにですね、全部網羅されているかは別としましても、計画の中で放射線の監視

をどういうふうにやっていくかとか、研修の話もありましたけど、必要な研修も受

けている、毎年受けているのもありますし、今お話出ましたですね、モニタリング

体制とか緊急時どこまでやるか、計画を作ってまして、今ほどのお話、最終的には

防災局と共有していくんですけど、所管の部署がそういう緊急時の計画を立ててま

すので、そういったところにも、反映できれば反映するなどですね、やっていきた

いと思っています。 

木村委員 逆にどういうことをやっているかというのを聞きたいぐらいですね。 

秋葉委員 すみません、一言いいですか。先に先生が県の方におっしゃってました６番

ですけど、医療の問題については、ほかの委員会か分科会がおやりになっているか

らということだったんですけど、まあ、にもかかわらずやはり一度どういう議論を

されているのか、一度分科会の方をお招きして、質疑をさせていただけると、大変

ありがたいなという気がするんですけど、いかがでしょうか。今、安定ヨウ素剤の

話も、体制はそこの委員会で、どういうふうな体制でやるかというのは、ほかの分

科会でおやりになってらっしゃるんですかね。あるいは、避難をする先というのは

もう決めてあると思うんですけど、避難先での医療の対応というのはどういうふう

に作ってあるのかという話はぜひ伺いたいので、それも含めてお願いします。 

鈴木座長 それは前からお話ししていましたが、医療については何処でやることになっ

ているか不明です。 

秋葉委員 こっちでやらないのは大変いいんですけど。ほかの方がやっていただいて、

じゃあまあ失礼ですけど、ちゃんとやって、議論されているのか、こちらから質疑

をさせていただければ。 

鈴木座長 まったくそのとおりです。 

中山健康対策課長 実際、避難委員会が純粋に安定ヨウ素剤だったり、避難の道筋であ

ったり、どこまでまくかとか、そういうような議論はしているんですけど、その移
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動した先での医療機関の受診とかもろもろのどこまで議論しているかというのは、

ちょっと把握してなかったので、調べて回答いたします。あんまりないような気も

するんですけど、いずれにしろ調べて。 

鈴木座長 医療機関関連は、詳しい話をどこまでやっていますか。 

秋葉委員 結局今回のコロナと同じでですね、事前に、アカデミアと医療機関と、行政

が意思疎通しておかないと、いざとなったら全く動けないんですね。是非そこは考

えていただかないといけないと思います。特に医療機関って医師会はそう簡単にす

ぐ、事故が起きてすぐ動く組織ではないと思いますので、事前の意思疎通が大変重

要だと思います。 

中山健康対策課長 コロナに関しては、非常に一生懸命で、我々と一心同体といってい

くらいな対応で、協力していただいて、我々も指導を受けるような立場で歩んでき

たんですけど。それについてはちょっと違うなと。 

秋葉委員 ただ、それでも、実際には２月の時点で指定感染者がいなくて、それですぐ

立ち上がった訳では多分ないですよね。だから、特に放射線事故の場合、時間が非

常に重要なので、今９月ですよね、９月になって、そんなアカデミア、行政、医療

体制ができているから大丈夫だなんて言われても、まったく明解になっていません

ので、じゃあ本当に、１月の段階で、あなたたちは準備したんですかということに

なります。 

中山健康対策課長 医療計画の議論はしているんですけど、実務程度の。 

鍋谷健康対策課長補佐 これもですね、もともと、所管している部署があって、原子力

災害の場合の医療体制というのは、もともと以前から、毎年毎年改定をして計画を

作って、今のこの三つの検証でいきなり全部やるということではなくて、それはそ

れでもともと、所管の部署が連携して作ってきたものがあるものがあります。それ

が完璧かどうかは別として、毎年その議論をしてですねやってるところがきちんと

あって。 

秋葉委員 一貫して申し上げているのは、県としてはそれぞれいろんな部署があるんで

しょうけど、被害を受けるのは、みんな一つの県民なんですよ。ですからそこはち

ゃんと、縦割りじゃなくて、一つのものとしてやっていただかないとうまくいきま

せんということを申し上げています。 
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木村委員 鈴木先生、ちょっとだけいいですか。とっても僕怖いんですが、これをまと

めるってことを既に頭の中で想定しながら、じゃああれもこれもといったのを、じ

ゃあ会議をどのくらいのペースでやるか、で、まとめをどの時点でやらないといけ

ないかというのをもう既に自分でスケジュール立てないとこれは間に合わないんじ

ゃないかという、とっても怖い恐怖心に今それだけでプレッシャーなんですが、実

は、例えば今回コロナでずいぶん延びちゃったじゃないですか。で、今のような議

論とか、そういうのをパンパンパンとやっていける、その場で解決できるものはそ

の場で解決するし、我々がちょっと時間かけて、２０本論文読まなかったらいけな

かったり、で、それを読んだ上で、今度吟味しないといけないとなると、そこそこ

の時間を要して、僕の宿題とかもあったりすると、うーんとって思ったら、少し会

議はそこそこのペースでやっていただくと、じゃないと最後の最後にじゃあ出して

となったら、僕夏休みの宿題と一緒で、無理ですから、僕いっつも泣いてましたか

ら、スケジュール立てないと、とっても無理です。はい。 

鈴木座長 時間が無いので 先に進めます。 

秋葉委員 ちょっと一言、時間ないんで。やっぱりもう少し頻繁に会議やるためには、

ＷＥＢでやるしかないですね。ただその場合は、傍聴人を入れるのは難しいかもし

れませんけど。そこはちょっと検討していただいて。ワーキンググループ的な会議

をやらせていただくしか無いんじゃないですか。 

鍋谷健康対策課長補佐 ある程度まとまってオープンでできるときは、我々ずっとオー

プンでやってきてますから、全然全く構わないんですけど、打合せ的には、会議形

式をとらずにやらないと間に合わないと思うので、申し訳ありません、ちょっと頻

繁に打合せはしょっちゅうやらせていただく形で、ワーキング的にやらせていただ

いて、節目節目で、きちんとお見せしていくという形なんじゃないかなと思ってい

ます。 

鈴木座長 先に進めます。 

中村委員 時間がないので簡単に、文献調査。先天奇形について、どれくらいあるかっ

ていうことで、ここに一番上に、こういうキーワードを全部拾って、先天奇形につ

いて、産科的なものも含めて、どれぐらいあったかということで、関連ありなしと

いうことで、いろいろ出てますよということで。この日本語訳はグーグルで翻訳で

やりましたので、非常に日本語として正しくないのですが、時間がないのでお許し

ください。それから、１点だけちょっと、この、心疾患、先天性心疾患の手術が震
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災後増えたと、あと停留精巣、これは停留睾丸が正しいと思うんですけど、これが

全国的に増えたと、この全国的に増えたというのが意味がよく分からなくて、今後

の課題だと思うんですけど、この心疾患の手術が増えたという論文に関しては、一

番最後の４ページに、資料を追加して、英語で申し訳ないんですが、反論の論文が

出てます。同じ雑誌で、アメリカのジャーナルオブアメリカンアソシエーションに

出てまして、一番最初の論文では、手術を全部集めて、それが増えていたというふ

うな内容の論文だったんですけど、これよく調べたら、手術の最初の手術、最初の

手術に関しては、逆に減っていて、ですから、死亡率が減っていると。死ななくな

る、死ななくなると、２回目、３回目の手術が増えてきてですね、そういうことで

全体が増えていたということで、本当にざっくりと真実と、そうでないものが分か

らなくなるという論文が出てましたので、かなりそのマクロのデータだけで、不十

分な、十分でない考察をすると、誤った方向に行きますよという論文が出てました

ので、なかなか難しいなというふうに今感じておりますが、まあ出たら淡々と報告

していきたいと思います。こんなことでよろしいでしょうか。 

鈴木座長 その他について、事務局から何かございますか。 

中山健康対策課長 それでは。本日、委員の皆様から、取りまとめの項目についていろ

いろご議論いただきましたので、内容につきましては、十分あらためて整理した上

で、今後の作業につきまして、鈴木先生を含めまして、皆様方とご相談しながら、

進めてまいりたいと考えております。あと、先ほどもありましたように、メールや

ＷＥＢなどを活用した打合せを、必要に応じて行ってまいりたいと考えております

ので、御協力のほどよろしくお願いいたします。次回の分科会は、年内の１２月ま

でにはまあどうにか開催したいと考えておりますのでまた別途調整させていただき

たいと思います。以上でございます。 

鈴木座長 それでは、全体の進行は終わりましたので、事務局にお返しします。 

鍋谷健康対策課長補佐 大変ありがとうございました。座長及び委員の皆様ありがとう

ございました。以上で本日の分科会を終わります。ありがとうございました。 

 


